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子ども子育て支援新制度について 

    

１．国の動き１．国の動き１．国の動き１．国の動き    

 国では、少子化対策として平成 15 年から「次世代育成支援推進対策法」に基づき

総合的な取り組みを進めてきましたが、女性の社会進出に伴う低年齢児への保育ニー

ズの高まりに対応する保育の量的拡大や、質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的

な提供、地域の子ども・子育て支援の充実のさらなる推進のため、新たな子ども・子

育て支援の方針を打ち出しています。 

    

年度 国の主な流れ 内容 

H22 

1 月 29 日 

「子ども・子育てビジョン」  

閣議決定 

「少子化対策」から「子ども・子育て

支援」への転換を打ち出す。平成 26 年

度を目標年度として数値目標を設定。 

 

子ども・子育て新システム

検討会議設置 

幼保一体化を含む新たな次世代育成

支援のための包括的・一元的なシステム

の構築について検討を始める。 

Ｈ24 

3 月 2 日 

子ども・子育て新システム

の基本制度について 

少子化社会対策会議決定。子ども・子

育て新システムの基本的な方向性が取

りまとめられる。 

3 月 30 日 

通常国会に子ども・子育て 

関連３法案を提出 

「総合こども園」の創設や、施設型給

付の創設、制度ごとにバラバラな政府の

推進体制・財源の一元化などが提示され

る。 

6 月 15 日 

社会保障・税一体改革に 

関する確認書 

与野党の３党合意。「総合こども園」

の創設に代わる認定こども園制度の改

善、認可基準の緩和などによる大都市部

の保育需要の増大への対応などが盛り

込まれる。 

8 月 22 日 

子ども・子育て関連３法 

公布 

「子ども・子育て支援法」「就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律の一部を改正

する法律」「子ども・子育て支援法及び

認定こども園法の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律」の３法が公布さ

れる。 

    

ＨＨＨＨ25252525    

4 月～ 
子ども・子育て会議設置 

内閣府に設置。子ども・子育てに関す

る諸事項を審議・調査する役割を担う。

地方自治体においても地方版子ども・子

育て会議を順次設置することとされて

いる。 

 

資料１ 
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子どもと子育てを応援する社会 
 

 

 

 

 

●子どもが主人公（チルドレン・ファースト） 

●「少子化対策」から「子ども・子育て支援」へ 

●生活と仕事と子育ての調和 

家族や親が子育てを担う 

＜個人に過重な負担＞ 

社会全体で子育てを支える 

＜個人の希望の実現＞ 

１１１１    社会全体で子育てを考える社会全体で子育てを考える社会全体で子育てを考える社会全体で子育てを考える    

・子どもを大切にする 

・ライフサイクル全体を通じて社会的 

に支える 

・地域のネットワークで支える 

２２２２    「希望」がかなえられる「希望」がかなえられる「希望」がかなえられる「希望」がかなえられる    

・生活、仕事、子育てを総合的に支え 

 る 

・格差や貧困を解消する 

・持続可能で活力ある経済社会が実 

現する 

２．子ども・子育てビジョン（平成２．子ども・子育てビジョン（平成２．子ども・子育てビジョン（平成２．子ども・子育てビジョン（平成 22222222 年１月年１月年１月年１月 29292929 日閣議決定）日閣議決定）日閣議決定）日閣議決定）    

少子化社会対策基本法（平成 15 年）に基づく少子化社会対策大綱(平成 16 年６月

策定)を見直した、今後の子育て支援の方向性を示す総合的なビジョンであり、「子ど

もが主人公（チルドレン・ファースト）」という基本的な考えのもと、これまでの「少

子化対策」から「子ども・子育て支援」へと視点を移し、社会全体で子育てを支える

とともに、「生活と仕事と子育ての調和」を目指しながら、次代を担う子どもたちが

健やかにたくましく育ち、子どもの笑顔があふれる社会のために、子どもと子育てを

全力で応援することを目的にしている。 

 

■子ども・子育てビジョンの概要 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

【基本的な考え方】【基本的な考え方】【基本的な考え方】【基本的な考え方】    

 

 

 

 

 

 

 

これまでの子育て支援 これからの子育て支援 
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【趣旨】 

保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、

幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する。 

 

【主なポイント】 
○認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小

規模保育等への給付（「地域型保育給付」）の創設 

○認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等） 

○地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、

放課後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実 

 
【幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援に共通の仕組み】 

○基礎自治体が実施主体 

市町村は地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業を実施。 

○社会全体による費用負担 

消費税率の引き上げによる、国及び地方の恒久財源の確保を前提とする。 

○政府の推進体制 

制度ごとにバラバラな政府の推進体制を整備。 

○子ども・子育て会議の設置 

国に有識者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、子育て当事者、子

育て支援当事者（子ども・子育て支援に関する事業に従事する者）が、子育

て支援の政策プロセス等に参画・関与できる仕組みとして設置。市町村等の

設置は努力義務とされている。 

３．子ども・子育て関連３法（平成３．子ども・子育て関連３法（平成３．子ども・子育て関連３法（平成３．子ども・子育て関連３法（平成 24242424 年８月年８月年８月年８月 22222222 日公布）日公布）日公布）日公布）    

幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的なシステムの構築

について検討を行う「子ども・子育て新システム検討会議」による審議等を経て、平

成 24 年６月 15 日に出された「社会保障・税一体改革に関する確認書」を受け成立し

た。消費税率の引き上げにより財源の一部を確保することとされている。 

 

■子ども・子育て関連３法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜子ども・子育て関連３法＞ 
●子ども・子育て支援法 
●就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（認定こども園法）の⼀部を改正する法律 
●子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律の⼀部を改正する法律の
施⾏に伴う関係法律の整備等に関する法律 
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（１）子ども・子育て支援法のポイント 

①趣旨 
認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付及び小規模保育等への給付の創

設、地域の子ども・子育て支援の充実のための所要の措置を講ずる。 

 

②給付・事業の全体像 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③子ども・子育て支援事業計画の策定 
国の「基本指針」（子ども・子育て支援の意義並びに子ども・子育て支援給付に係

る教育・保育を一体的に提供する体制その他の教育・保育を提供する体制の確保及び

地域子ども・子育て支援事業の実施に関する基本的事項等について定めるもの）に即

し、５年を１期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保

その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画を定めるものとすること。 

子ども・子育て支援給付 
■施設型給付 

・認定こども園、幼稚園、保育所を通

じた共通の給付 

※私立保育所については、現行どおり、

市町村が保育所に委託費を払い、利

用者負担の徴収も市町村が行うもの

とする 

■地域型保育給付 

・小規模保育、家庭的保育、居宅訪問

型保育、事業所内保育 

■児童手当 

地域子ども・子育て支援事業 
■利用者支援、地域子育て支援拠点事

業、一時預かり、乳児家庭全戸訪問

事業等（対象事業の範囲は法定） 

※都道府県が実施する社会的養護等の

事業と連携して実施 

■延長保育事業、病児・病後児保育 

事業 

■放課後児童クラブ 

■妊婦健診 

●保育所は保育所委託運営費、幼稚園は私学助成・幼稚園就園奨励費、認定こども園

には保育所部分と幼稚園部分それぞれに安心こども基金から運営に関する費用が

支払われていたが、施設型給付が創設されることで一本化される 

●教育・保育施設を対象とする施設型給付に加え、小規模保育や家庭的保育なども市

町村による認可事業とし、地域型給付を創設することで、保育サービスを拡充し、待

機児童の解消を図ることを目的としている 

POINT 
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安城市次世代育成支援対策行動計画（後期計画）安城市次世代育成支援対策行動計画（後期計画）安城市次世代育成支援対策行動計画（後期計画）安城市次世代育成支援対策行動計画（後期計画） 
【対象】 

 
 
 
 
 
【体系】 
 
１地域における子育ての支援
 

地域における子育て支援サービスの充実 

保育サービスの充実 

子育て支援のネットワークづくり 

児童の健全育成 

２母性並びに乳児及び幼児などの健康の確保及び増進 

子どもや母親の健康の確保 

食育の推進 

思春期保健対策の推進 

小児医療の推進 

３子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

次代の親の育成 

子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境などの整備 

家庭や地域の教育力の向上 

子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

４子育てを支援する生活環境の整備 

良質な住宅の確保 

良質な住環境の確保 

安全な道路交通環境の整備 

安心して外出できる環境の整備 

安全・安心まちづくりの推進など 

５職業生活と家庭生活との両立の推進 

仕事と子育ての調和の実現のための働き方の見直し 

仕事と子育ての両立のための基盤整備 

６子どもの安全の確保
 

子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

子どもを犯罪などの被害から守るための活動の推進 

被害に遭った子どもの保護の推進 

７要保護児童への対応などきめ細やかな取り組みの推進 

児童虐待防止対策の充実 

母子家庭などの自立支援の推進 

障害児施策の充実 

 

■安城市次世代育成支援対策行動計画（後期計画）と 

安城市子ども・子育て支援事業計画の違い 

 

 

 

 

 

 

 

就学前就学前就学前就学前    小学生小学生小学生小学生    中学生中学生中学生中学生    高校生高校生高校生高校生    

 

                  

就学前就学前就学前就学前・・・・小学生児童小学生児童小学生児童小学生児童をはじめをはじめをはじめをはじめ、「、「、「、「次代次代次代次代のののの親親親親のののの育成育成育成育成」」」」などなどなどなど、、、、思春期思春期思春期思春期のののの子子子子どもどもどもども

までまでまでまで含含含含めためためためた計画計画計画計画となっているとなっているとなっているとなっている。。。。    
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安城市子ども・子育て支援事業計画安城市子ども・子育て支援事業計画安城市子ども・子育て支援事業計画安城市子ども・子育て支援事業計画 

【対象】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【体系】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学前就学前就学前就学前    小学小学小学小学生生生生    中学生中学生中学生中学生    高校生高校生高校生高校生    

                  

 

 

待機児童待機児童待機児童待機児童のののの解消解消解消解消などをなどをなどをなどを目的目的目的目的にににに、、、、よりよりよりより就学前就学前就学前就学前のののの保育保育保育保育サービスのサービスのサービスのサービスの充実充実充実充実にににに重点重点重点重点をををを

置置置置いたいたいたいた計画計画計画計画となっているとなっているとなっているとなっている。。。。    

※放課後児童健全育成事業の対象となることから、小学生児童も対象とな

る。また、要保護児童への支援なども充実していく必要があるため、必

ずしも就学前児童だけに限定した計画ではない。 

＜必須記載事項＞＜必須記載事項＞＜必須記載事項＞＜必須記載事項＞    

◎教育・保育提供区域の設定 

◎各年度における幼児期の学校教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の

内容、実施時期 

◎地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保の内容、実施

時期 

◎幼児期の学校教育・保育の一体的提供、当該学校教育・保育の推進に関す

る体制の確保の内容    

 

＜任意記載事項＞＜任意記載事項＞＜任意記載事項＞＜任意記載事項＞    

○産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の

確保 

○子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行

う施策との連携 

・児童虐待防止対策の充実 

・母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 

・障害児など特別な支援が必要な子どもの施策の充実 

○労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な

雇用環境の整備に関する施策との連携 

・仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

・仕事と子育ての両立のための基盤整備 
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（２）認定こども園法一部改正のポイント 

 
 

 

 

 

 

 
 
①趣旨 

幼児期の教育及び保育が生涯にわたる人格形成の基礎を担う重要なものであるこ

とから、認定こども園の充実を図るとともに、幼保連携型認定こども園について、単

一の施設として認可・指導監督等を一本化した上で、学校及び児童福祉施設としての

法的位置づけを付与し、その設置及び運営その他必要な事項を定める。 

②目的規定の修正 
幼児期の教育及び保育が、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであるこ

とを明記。 

 

■改正後の類型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●認定こども園法の改正により「学校及び児童福祉施設としての法的位置付けを持つ単一の施

設」（新たな「幼保連携型認定こども園」）を創設 

 ・既存の幼稚園及び保育所からの移行は義務づけず、政策的に促進 

 ・設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ（株式会社等の参入は不可） 

●財政措置は、既存３類型も含め、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の「施設型給

付」で一本化 ⇒消費税を含む安定的な財源を確保 

POINT 

＜認定こども園とは＞ 
「就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能」「地域における子育て支援を行う

施設」を備える施設のこと。 

認定こども園制度の推進により、 

・保護者の就労の有無にかかわらず施設の利用が可能に・保護者の就労の有無にかかわらず施設の利用が可能に・保護者の就労の有無にかかわらず施設の利用が可能に・保護者の就労の有無にかかわらず施設の利用が可能に    

・適切な規模の子どもの集団を保ち、子どもの育ちの場を確保・適切な規模の子どもの集団を保ち、子どもの育ちの場を確保・適切な規模の子どもの集団を保ち、子どもの育ちの場を確保・適切な規模の子どもの集団を保ち、子どもの育ちの場を確保    

・既存の幼稚園の活用により待機児童が解消・既存の幼稚園の活用により待機児童が解消・既存の幼稚園の活用により待機児童が解消・既存の幼稚園の活用により待機児童が解消    

・育児不安の大きい専業主婦家庭への支援を含む地域子育て支援が充実・育児不安の大きい専業主婦家庭への支援を含む地域子育て支援が充実・育児不安の大きい専業主婦家庭への支援を含む地域子育て支援が充実・育児不安の大きい専業主婦家庭への支援を含む地域子育て支援が充実        

などの効果が期待されている。 
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③幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の充実 
○認定の手続き 

都道府県知事は、認定基準に適合すれば、欠格事由に該当する場合や供給過剰に

よる需給調整が必要な場合を除き、認定するものとする。 

○教育及び保育の内容 

幼保連携型認定こども園の教育過程その他の教育及び保育の内容に関する事項を

踏まえて行わなければならないものとする。 

 

④幼保連携型認定こども園 
○定義 

義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満３歳以上の子どもに対す

る教育並びに保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行い、これらの子

どもの健やかな成長が図られるよう適当な環境を与えて、その心身の発達を助長

するとともに、保護者に対する子育ての支援を行うことを目的として、この法律

の定めるところにより設置される施設 

○教育及び保育の目標及び内容、入園資格 

○設置者：国、地方公共団体、学校法人、社会福祉法人 

○設置及び運営の基準、職員の資格、設置廃止等の手続、指導監督、名称の使用制限 

■幼保連携型認定こども園の概要 

 

 

   

 

 

 

 

 

⑤その他 
○主務大臣、検討規定、幼保連携型認定こども園に関する特例、保育教諭等の資格

の特例 等 

○附則に次の検討事項を盛り込む 

 ・幼稚園の教諭の免許及び保育士の資格について一本化含めその在り方を検討 

 ・制度の施行状況を踏まえ、施行後５年を目途に見直しを検討 

●認定こども園の課題である二重行政が解消され、新たな参入が増加することが予想

される 
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（３）子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正の施⾏に伴う関係法律の

整備等に関する法律 

①趣旨 
子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、児童福祉法など 55 の関連法

律について規定を整備する。 

②児童福祉法の⼀部改正 
■ 児童福祉法第２４条の改正 

・ 保育所での保育は、市町村が保育の実施義務を担う（現行通り） 

・ 小規模保育等の提供体制の確保義務 

・ 利用のあっせん、要請 

・ 待機児童がいる市町村が利用調整 ※当分の間は全市町村が利用調整を実施 

・ 虐待等の入所の措置（あっせん、要請等で入所ができない場合の措置を追加） 

■ 保育所の認可制度の改正保育所の認可制度の改正保育所の認可制度の改正保育所の認可制度の改正    

・・・・    大都市部の保育需要の増大に機動的に対応できるよう改正大都市部の保育需要の増大に機動的に対応できるよう改正大都市部の保育需要の増大に機動的に対応できるよう改正大都市部の保育需要の増大に機動的に対応できるよう改正    

■■■■    小規模保育等の認可を規定小規模保育等の認可を規定小規模保育等の認可を規定小規模保育等の認可を規定    

・・・・    小規模保育等について、市小規模保育等について、市小規模保育等について、市小規模保育等について、市町村が認可する仕組みを規定町村が認可する仕組みを規定町村が認可する仕組みを規定町村が認可する仕組みを規定    

（規定内容は保育所の認可と同様）    

■ 放課後児童健全育成事業の改正放課後児童健全育成事業の改正放課後児童健全育成事業の改正放課後児童健全育成事業の改正    

・ 対象年齢の見直し（おおむね対象年齢の見直し（おおむね対象年齢の見直し（おおむね対象年齢の見直し（おおむね 10101010 歳未満の小学生→小学生）歳未満の小学生→小学生）歳未満の小学生→小学生）歳未満の小学生→小学生） 

・ 基準の法定（具体的基準は条例制定、人的要件（従事する者・員数）は 

従うべき基準）等 

③内閣府設置法の⼀部改正 
■認定こども園法に関する事務、子ども・子育て支援法に関する事務を所掌事務に追加 

■子ども・子育て会議を設置、子ども・子育て本部を設置 

 

 

 

 

 

 

 

※小一の壁…主に働く女性について、子供の小学校入学を期に仕事と育児の両立が困

難になること。延長保育制度がある保育所に対して学童保育は終了時間

が早いことや、保護者会・授業参観など平日の行事が増えることが原因

としてあげられる。 

 

●「小一の壁」

※

解消のため放課後児童健全育成事業の拡充が図られている。国のニ

ーズ調査票案でも、就学前の児童に対する放課後児童健全育成事業の利用意向を

聞くことで、将来的なニーズを把握できるようにしている 

POINT 


